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研究成果の概要（和文）： 

本研究では既存の国際関係理論に基づいて関与をより明確に概念定義し、日本、米国、韓国

の関与政策の理論的特徴、基本的前提、政策内容、それらの問題点や課題について明らかにし

つつ、各国の対北朝鮮政策を関与という一定の枠組みに基づいて理論的な類型化を試みた。 

 次に、次の 2点について明らかにすることを試みた。まず、①なぜ各国はそれぞれ異なる種

類の関与政策（あるいはその他の政策）を実施しているのかという点である。次に、②米国、

韓国、日本のそれぞれの対北朝鮮政策において、関与政策が実施されて以来、その性質や政策

内容を変化させているが、こうした変化をもたらす要因は何かという点である。本研究では、

各国の政策担当者のパーセプションと国内政治の相互作用に着目する重要性が明らかになった。 

 

研究成果の概要（英文）： 

This study tries to define the concept of engagement based on international relations 

theories and clarify the theoretical features, basic assumptions, the content of policies 

and limits and problems of respective policies of Japan, the United States and South Korea.  

It also typologies respective engagement policies toward North Korea based on the common 

theoretical framework called engagement. 

Next, this study tries to answer the two following why questions.  First, it explores 

why each country conducts different kind of engagement (or other policies) toward North 

Korea.  Secondly, it also explores why each country changes the content of respective 

engagement policies toward North Korea.  This study found out that those interactions 

between leaders’ perceptions and domestic politics in each country matter. 

 
 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００８年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

２００９年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

２０１０年度 800,000 240,000 1,040,000 

総 計 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

 

 

研究分野：政治学 

科研費の分科・細目：政治学・国際関係論 

キーワード：関与（engagement）、北朝鮮、国際関係論、比較研究、日米韓 

 
 
 



 

 

 
１．研究開始当初の背景 

１）既存の研究 

これまでブッシュ政権の対北朝鮮政策を

「強硬な関与政策」と概念化した研究

（cha[2002]）、米国の関与政策についての論

争（cha and Kang[2003]）、クリントン政権

と金大中政権の対北朝鮮を関与から検討し

た研究（전[2003]）などがある。 

２）本研究の位置づけ 

いずれの研究も一国の特定政権下の対北

朝鮮政策を研究対象にしていたり、特定政権

下における二カ国の比較に留まっていたり

する。こうした国内外の研究動向のなかで、

本研究では、まず、米国、韓国、日本の 3か

国による対北朝鮮関与政策の比較・検討を行

うという点で、国際的次元に照らし合わせて

も他の研究には類を見ない試みとして位置

づけられる。 

 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は次の2点である。 

１）ポスト冷戦期の日本、米国、韓国の対北

朝鮮関与政策において、①各国の政策に相違

が生じる要因、②各国の政策の変化をも 

たらす要因－の２つについて明らかにするこ

とである。 

２）本研究では日本、米国、韓国の対北朝鮮

政策の担当者とのインタビュー調査を行って

、その内容を各国パワーエリートの生の声の

記録として保存することである。 

 

 

３．研究の方法 

 本研究は次のように実施した。 

１）国際関係理論における関与概念に対する

理論研究（文献研究）と米国、韓国、日本の

対北朝鮮政策に関する分析（文献研究）を行

った。 

２）米国、韓国、日本の政策担当者（閣僚経

験者を含む）へのインタビュー調査をおこな

った。 

 これらを実施する際に、理論研究を通して

構築した関与概念の精緻化を試みると共に、

インタビュー調査を通して各国の政策の相

違や変化が生じる要因に対する仮説を確認

しつつ、理論研究にフィードバックした。 

 

 

４．研究成果 

 本研究では、分析概念として定義されてこ

なかった関与について明確な概念定義を行

った。また、こうして定義された関与という

一定の枠組みに基づいて日本、アメリカ、韓

国の対北朝鮮政策の概念化を行った。 

 とくに、日本、米国、韓国の関与政策の理

論的類型化を基礎として、①各国の対北朝鮮

政策が異なる要因、②各国の対北朝鮮関与政

策が時系列的に変化している要因の把握に

努めることで、ポスト冷戦期の日米間の対北

朝鮮政策の全体像が関与という一定の理論

的枠組みに基づいて明らかにされた。 

 また、今後の研究科第として、各国の政策

の相違やそれぞれの政策の変化を説明する

要因として各国政権の対北朝鮮認識と国内

政治状況の相互作用の観点から体系的に把

握する必要があることが明らかになった。 
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